
横浜地方裁判所は住民約７千人が騒音被害を訴えてい

た第４次厚木基地騒音訴訟で佐村浩之裁判長は５月２１

日に判決。自衛隊機の午後10時～午前6時の間夜間飛行

差し止めと70億円の賠償を国に命じました。基地の航

空機の飛行差し止めが命じられたのは全国初。

しかし騒音の主要部分を占める米

軍機の飛行差し止め請求は権限外だ

として認めませんでした。

米海軍空母ジョージ・ワシントンは横須賀を母港

としており、艦載機の第5空母航空団（CVW-5）は

停泊中にも艦載機の空母への離発着訓練をしなけれ

ばならないとして、陸上の基地、厚木基地でタッチ

アンドゴーと称される夜間訓練を繰り返しています。

短い空母の甲板で離陸、着陸の腕を磨くため急発進

急ブレーキの騒音をまき散らしています。
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＜流山憲法集会＞ 5/17（土）
集団的自衛権行使で「戦争する国」になる日本

第九条の国から「安保」の国への転換

憲法の語り部になろう
金子勝さん明快に語る

安倍首相の強引な解釈改憲の動きの中、北部公民館での流山

憲法集会で金子勝さんが大変わかりやすく話され、今後の希望を

語っていただきました。その概要を記します。

安倍首相の執念はあらゆる手段を用いて憲法を蹂

躙し、戦争をしない「第九条」の国から戦争をする

「安保」の国に改変することにある。

◆彼の言う「積極的平和主義」とはなにか。湾岸戦

争の時アメリカ主導の多国籍軍がイラクを攻撃。こ

の参戦に反対する国民を批判するために西岡武夫自

民党総務会長が発した言葉「消極的平和主義」から

始まっている。それは①日本に対する脅威は軍事力

で克服する②紛争のあるところはどこでも軍事力を

以て積極的に介入しそれを暴力的に解決する立場で

あり、「積極的戦争主義」である。

◆その基礎は日米安保体制にある。1960年の日米

安保条約は、日米経済協力・米軍基地設置義務・日

本及び在日米軍への攻撃に共同で対処などの対米従

属の条約で、対象を「極東」としていた。

ところが1996年、橋本総理はクリントンと会談し

対象をアジア太平洋地域に広げ、日本周辺で日本の

平和と安全に重要な影響を与える事態（周辺事態）

には自国への攻撃がなくても戦争するこを決め、ア

メリカの経済力発展、アメリカの戦争に日本の国力

を総動員しようとしている。

◆「積極的平和主義」の主張は中国の経済的軍事的

台頭にたいしてアメリカとともに戦争することをか

つての「大東亜共栄圏」的発想で大義名分にしよう

としている。

◆戦争をするために「秘密保護法」を制定して国民

の自由を奪い、武器輸出三原則を変え、解釈で憲法

を変え集団的自衛権を容認しようとしている。その

ためあろうことか砂川事件の伊達判決さえ利用しよ

うとしている。小さく見せようと「限定的」とか

「最小限度」の集団的自衛権の承認をさせ、拡大し

ようとしているが、それは侵略する権利であり、一

政府が憲法を変えてしまうことで絶対許されない。

◎私たちの課題 （１）憲法九条こそ積極的平和主

義でありこれに確信を持とう。

（２）「平和的福祉国家」を創ろう。21世紀は戦争

を仕掛けた国が敗北する時代。国際紛争は話し合い

で解決する時代であり「九条」が導きの星となる。

平和」（戦争・軍隊・武器・貧困・暴力・差別がな

いこと）のもとで、誰もが食べること、着ること、

住むことができ、医療を受け、学び、働くこと、休

むことができる福祉社会を作ろう。そのためには国

民が団結し改憲阻止国民会議の「統一戦線」を。

<参加者の感想から>
●大変スッキリした話をありがとうございました。解釈改憲

が 多国籍企業の大企業利益に奉仕する目的で行われているこ

とを理解しました。良く伝えていきたいと思います。●従軍

慰安婦問題で ＮＨＫ不払いを続けている私としては 気持ち

を先生に代弁してもらったようで ありがたく思います。●い

きおいがあって 楽しかったです。●「憲法九条を守り 平和

的福祉国家を 目ざさなくてはならない」とのこと、実感致し

ました。●元気の出るお話でした。暗いことの多い世の中で

すが、希望を語っていただき、とてもよかったです。●各団

体、各個人の独善主義をなくし、共同することが 大切な時代

になったのだと思った。

厚木基地



五日市憲法と千葉卓三郎
千葉卓三郎という人物をご存じでしょうか。明治時
代初期に創られた「五日市憲法草案」を起草した人
物です。

五日市憲法の発見 五日市憲法草案は自由民権

運動の研究者である色川大吉東京経済大学教授のゼミ

ナールの学生によって1968年五日市の深澤家の古い土

蔵の中の数千点に及ぶ古文書類の中から発見された。

発見者の新井勝紘氏は、「たまたま私が手に取った小

さな行李、それはさわるとボロボロにこわれてしまう

ような行李の中に風呂敷包みがあったのです。開けて

みましたら、法律の条文が書きつらねてある憲法と、

それを起草する母体となったに違いない自由民権運動

の学習結社・学芸講談会などの規約類が、それこそひ

とまとめになって出てきたわけなのです。」

教授を囲んだ検討が進むにつれ、全く別の新しい憲

法草案という衝撃的な事実が明らかになって行く。

五日市憲法（以下、憲法草案）は全204条からなり、

そのうち150条を基本的人権について触れ、国民の権利

保障に重きをおいたものである。五日市学芸講談会の

うちの一人である千葉卓三郎が1881年に起草したとさ

れる。国民の権利などについて、次のように

四十五条 日本国民は各自の権利自由を達す可し。他

より妨害す可らず。且国法之を保護す可し。

（注釈 自由権の規定であり、現行憲法と同じ視点に立っている。）

四十八条 凡そ日本国民は日本全国に於いて同一の

法典を準用し、同一の保護を受く可し。地方及門閥若しく
は一人一族に与ふるの特権あることなし。

（注釈 平等権の規定、その後の華族制度を見抜いた警世の条文。）

七十六条 子弟の教育に於いてその学科及教授は自由
なるものとす、然れども子弟小学の教育は父兄たる者の
免る可からざる責任とす。

（注釈 教育権と義務教育が規定されている。国家による教育内容
の画一統制は明らかに否定され、教育権の所在は教授者と親権者
にあることが示されている。）

など現日本国憲法に近い画期的な内容が含まれる。

「学芸講談会」は自由民権運動の学習結社で講談会は

各地で開催され、千葉卓三郎は会をリードしつつ、五

日市憲法の中心的起草者となったのである。明治初期

にはこのような講談会や民権結社が13年から19年にか

けて五日市地域でさえも7グループも結成されていた。

五日市憲法が発見された深沢家は東京を中心に出版

された法律などの専門書所の7、8割が備えられ、さな

がら三多摩地域における私設図書館のような役割を担っ

ていたとも言われている。

また講談会で討議されたテーマを「討論題集」とし

てメモしてあり、会自体が憲法論議の土台となってい

たことも紹介されている。学びの基本は独習であると

しても、集団で学ぶ技法を、ここか

ら学ぶものがあるように思われる。

無名だった千葉卓三郎

五日市憲法が発見されたとき、起

草者の千葉卓三郎を知っていた者は誰もいなかった。

色川教授でさえ知らなかったという。

その後、次第に調査がすすみ、五日市市庁舎前の記

念碑に、彼の経歴がおよそ次のように刻まれるに至っ

ている。（一部省略）

1852年(嘉永5)宮城県志波姫町生まれ,仙台藩校養賀堂に学ぶ。
明治1年（1869）戊辰戦争に参戦

～10年 医学、皇学、浄土真宗、ギリシャ正教、

儒学、カソリック、洋算を学ぶ

10～12年 プロテスタントを学ぶ、秋川谷各地で教職に従事

12～13年麹町にて商業に従事

13年 五日市勘能学校に勤務 五日市学芸講談会結成

第二回国会期成同盟大会（憲法草案作成決議）

土屋勘兵衛、櫻鳴社憲法草案入手

14年 五日市憲法草案起草

16年（1883）結核で本郷竜岡病院にて死去。31歳。

（江戸川台・Ｎ）

６月９日(月)は「おおたかの森駅」

１５:３０～１６:３０です

架空の事例集までねつ造しての強引な集団的

自衛権容認策動に抗議し、反対の署名も行い

ます。 多くの皆さんのご参加を
☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺
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原発再稼働認めず
関西電力の福井県にある大飯原発は民主党野田

内閣の時再稼働を認めて動き出しましたが、定期

点検に入って止まっています。再稼働に反対した

住民訴訟について５月２1日福井地裁は原告の主

張を認め、運転差し止めを命じました。

2006年に厳しくしたはずの政府の耐震基準の想

定を上回る地震が各地を襲っており、関西電力が

安全基準とした地震規模は「根拠がない」と退け

ました。原発の経済性や原発で電力不足を補わな

いとコストが上がり貿易で不利だなどの主張に対

し、「原発は重要な社会的機能だが、人格権より

劣位である」つまり何万人もの生命や生活を奪う

ことと電気の生産のコストなどと同列に扱うこと

はできない。そして関西電力の言う「原発の安全

技術及び設備は確たる根拠のない楽観的な見通し

の下に初めて成り立ちうる脆弱なもの」と明快に

断じました。 しかし関西電力はこの判決を精査

することもなく、ただちに控訴しました。政府も

また「再稼働の方針は全く変わらない」と官房長

官。 新聞などで判決をもう一度読みましょう

深沢家土蔵


